
町では、町内建設関連産業の活性化や住環境の質の向上等を目的に

町内施工業者によるリフォーム工事に要した費用の一部を補助します。

【補助額】
対象工事費の１０％（上限５万円）
ただし、断熱工事含む場合は上限１０万円
※ 断熱工事例：断熱材設置工事、内窓設置工事、開口部取替工事等
※ 補助金は大泉スタンプ加盟店共通商品券で交付します。
※ 予算に達し次第、申請受付を終了します。

【主な要件】
■対象となる方

①リフォーム工事を行う住宅に居住している方。または、工事完了後

に居住する予定の方

②世帯全員に町税の滞納がない方

■対象となる建物

①対象となる方が所有する住宅

②建築後１０年以上経過した住宅

■対象となる工事

①住宅本体の機能の維持及び住環境の質の向上のために行う

住宅の改修及び増築工事

②町内施工業者（大泉町小規模契約希望者登録事業者または

大泉町商工会建設部会加盟事業者）による工事

③税込２０万円以上の工事
※外構工事や機器のみの更新は対象外となります
例：車庫・物置の設置、ブロック塀、エアコン機器のみの取替等

■その他

工事開始前の申請が必要となります

詳細は下記ホームページ（QR）もしくは問い合わせ先までご相談ください

大泉町住宅リフォーム補助金

■問合せ先
大泉町役場 住民経済部 経済振興課
TEL：0276-63-3111（内線２１４・２１５）



①認定申請（工事開始前）

③交付申請（工事完了後３０日以内）

チェック 書類名 確認事項

住宅リフォーム補助

事業認定申請書

（様式第1号）

□申請者がリフォームする住宅の所有者であること

□過去に本制度による補助を受けていないこと

□町の他の補助金の交付を受けていないこと（移住支援金を除く）

□工事開始前の申請であること

□町内施工業者による施工で、工事費用が税込２０万円以上であること

※町内施工業者：「大泉町小規模契約希望者登録事業者」または
「大泉町商工会建設部会加盟事業者」

□「町内施工業者による費用」に町外業者分は含まれていないこと

承諾書（様式第2号）

※承諾書に替えて

「町税の未納がないこ

との証明書の写し」及び

「家屋課税台帳証明書

の写し」の提出も可

□リフォームを行う町内の住宅に申請者が現に居住し、本町の住民基本

台帳に記録されていること

※現に居住していない場合、認定を受けた年度の3月末までに当該
住宅に居住し、住民基本台帳に記録されることが必要です。

□申請者の属する世帯の者に町税の滞納がないこと

□住宅が建築後10年以上経過し、所有者が申請者であること

リフォーム工事施工前

の写真等

□今回工事する箇所の施工前の写真を添付していること

リフォーム工事の

内容を明らかにする

図面・工事見積書等

□見積書の工事が町内施工業者の直接施工の場合、見積書に「自社施工」

と記載すること

□見積書の工事が町内施工業者以外の協力業者が施工する場合、

協力業者の「事業所名」及び「所在地」を記載すること

※協力業者の所在地が町外の場合、補助対象外の工事となります

□外構工事や機器のみの購入など対象外工事でないこと

□断熱工事を含む場合、工事内容が明らかであること

（例）断熱材設置工事、複層ガラス取替工事、 開口部取替工事等

チェック 書類名 確認事項

住宅リフォーム補助事

業完了報告書

（様式第7号）

□工事完了後30日以内または認定を受けた年度内の提出であること

□認定した対象経費から変更がないこと

※変更がある場合が変更手続きが必要です。

住宅リフォーム補助金

交付申請書（様式第８号）

□工事完了後30日以内の提出であること

リフォーム工事に要し

た費用の領収書及び

工事内訳書

□領収書及び工事内訳書（請求書）の金額が認定した金額から

変更がないこと

□施工業者への支払いが完了していること

リフォーム工事施工後

の写真

□工事が行われたことが確認できること

申請チェックリスト

※１ 工事開始後の申請は受け付けられません。

※２ 認定後、金額や工事内容に変更が生じる際は

事前に経済振興課へご連絡ください

②認定後、工事開始

④交付決定後、補助金の交付

※３ 認定申請後に町内に転入した場合、住民票の

写しを提出してください


